
持続的な行財政運営ができるまち第 章

1 行政運営

10

【 現状と課題 】
分権型社会への転換が進められる中、自治体の判断と責任で地域の政策を決めていくこ

とがこれまで以上に求められています。
国では、少子高齢化の急速な進展に的確に対応し、人口減少に歯止めをかけ、地域での

住みよい環境確保を目的として平成26（2014）年まち・ひと・しごと創生法を制定しました。
本市では、法にもとづき、長期的な展望のもとに独自のあり方を示す「青梅市人口ビジョ

ン」および「青梅市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を平成27（2015）年に策定しました。
また、行財政を取り巻く厳しい社会状況を踏まえ、効果的・効率的な行政システムの構築、

簡素で活力ある組織と人材の育成などを基本視点とした「青梅市行財政改革推進プラン」に
もとづき、行財政改革を積極的に推進してきました。

多様化・高度化する市民ニーズや行政課題について西多摩地域の市町村が共有し、連携
して取り組んでいくために西多摩地域広域行政圏協議会を設置するとともに、一部事務組
合によるごみの共同処理などを行っています。

人口減少・少子高齢化が進展していくことが避けられない状況を危機感として捉えた行
政運営の変革をしていかなければなりません。

【 基本方針 】
限られた財源の中で、社会経済状況の変化や、多様化し高度化する市民ニーズに対応し、

より良い行政サービスを提供していきます。市役所は、地域の主要なサービス業のひとつ
であるという認識のもと、市民の視点に立った接遇向上に努めます。また、効果的で効率的
な行政運営や時代の変化に即応した政策形成に向け、人材の育成を図ります。

近隣市町村等との積極的な連携や機能分担により、共通する様々な行政課題に取り組ん
でいきます。

青梅市行財政改革推進プラン
－行財政改革を進める３つの視点－

１　効果的で・効率的な行政システムの推進

２　簡素で活力ある組織と人材の育成

３　財政基盤の確立
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【 基本施策 】
（１）効率的な行政運営の推進

将来の本市の地域動向を適切に踏まえ、「青梅市行財政改革推進プラン」にもとづいて事
務事業の整理合理化をはじめ、組織体制の構築、費用対効果の高い施策展開など行財政改
革を推進し、社会経済情勢の変化に柔軟に対応し、効果的・効率的な行政運営を推進しま
す。

市域が広く、地域ごとで大きく異なる地
域特性や課題を適切に捉え、市民本位の便
利で快適な行政サービスの充実に努めま
す。

指定管理者制度や事務の委託化によっ
て事務の効率化、経費の節減を図りつつ、
適切な指導によって市民サービスの向上
に取り組みます。

補助金等の交付については、公益性や透
明性を確保し、使途や成果を適切に評価
し、見直しを図っていきます。

（２）人材の育成・確保・活用
市民等との関わりが市民サービスの基本であり、職員の接遇向上について継続して取り

組んでいきます。また、多様化する市民ニーズや高度化する行政課題に的確に対応できる
よう、職員の政策形成等の能力向上、意識改革、蓄積した技能の活用を図ります。

さらに、女性が活躍できる職場環境づくりを推進します。

（３）広域行政の推進
市民生活は、利便性の高い交通網や容易に様々な情報を得られる環境の中で営まれてお

り、市民の行動範囲は、拡大しています。このことを踏まえ、西多摩地域広域行政圏協議会
や近隣市町村等と連携し、広域的な観点で機能分担を図ることで、行政運営の効率化と市
民サービスの向上を図ります。

また、防災・医療・観光などのあらゆる分野において、共通した行政課題に対する効果的
な取組については、既存の広域行政のほか新たな都市間連携を検討します。

市役所窓口
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2 情報推進・活用
【 現状と課題 】

情報化の進展は著しく、あらゆる分野において重要なツールとなっており、情報の共有、
通信手段の多様化・高度化が進んでいます。

本市においても、インターネットの高速通信が可能なブロードバンド※環境が整備され
ており、これら有線による情報通信網に加え、スマートフォンに代表されるモバイル端末
の普及、無線通信の利活用も進んでいます。

行政内部の情報化については、ホームページ・メール配信による情報発信、行政事務の効
率化に向けたシステムの整備などＩＣＴ（情報通信技術）環境の充実と利活用を図るとと
もに、情報セキュリティ対策の強化を進めてきました。

ＩＣＴ環境が充実していく一方で、顕在化する情報弱者に対して、誰もが支障なく情報
を得られる環境づくりが求められています。

また、平成27（2015）年に行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律が施行され、マイナンバーを活用した市民の利便性の向上や行政の効率化が期
待される一方、情報セキュリティ対策の更なる強化が求められています。

【 基本方針 】
行政サービスの更なる充実や、高度化する行政事務を効率的に処理するため、ＩＣＴ環

境の最適化を進め、効果的な情報化の推進・活用を図ります。また、高度情報通信ネット
ワーク社会における情報流通を災害対策や行政情報、本市の魅力を内外に発信する手段と
して活用します。

情報の推進・活用に当たっては、目的達成のためのひとつの手段という考え方を重視し、
情報通信技術に偏重することなく、あらゆる人々が情報を享受できるよう、情報発信の工
夫に努めます。

情報の活用においては、情報セキュリティ体制や機能の強化を図っていきます。

※ブロードバンド：高速・大容量な通信回線や通信環境のこと。
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【 基本施策 】
（１）ＩＣＴ環境の最適化

便利で安定した行政サービスの提供に向け、電子申請手続きの拡大、電子申告・電子収納
等を推進します。さらに、高度化する行政事務を効果的・効率的に処理するための重要な
ツールとして、全庁的な視点でその基盤となるＩＣＴ環境の最適化を推進します。

また、ＩＣＴを活用した情報化の推進においては、市民の利便性向上と行政運営の効率
化を基本に、効果的かつ円滑な対応に努めます。

（２）情報化の推進・活用・対策
市民の安全・安心なくらしやまちづくりへの参画のため、市民への情報提供の充実を

図ります。また、本市の活性化に向けて、情報通信技術やメディアを戦略的に活用し、シ
ティーセールスの視点で本市の魅力を積極的に内外に発信していきます。さらに、情報を
発信するのみではなく、発信した情報の認識状況にも着目した情報提供手法の工夫に努め
ます。

また、高齢者や障害者を含め、誰もが支障なく安心して情報環境を利用することができ
るよう、市民および職員の情報リテラシー（活用能力）の向上や情報セキュリティ対策の強
化を図ります。さらに、外国人の利便性の向上を図るため多言語対応の充実に努めます。

第10章　持続的な行財政運営ができるまち

青梅市メール配信サービス

2013－2022　青梅市総合長期計画 131



3 公共施設保全・整備
【 現状と課題 】

本市が所有する公共施設は、平成27（2015）年度末現在、総計328施設で、延べ床面積は、約
39.8万㎡になります。

昭和39（1964）年から昭和60（1985）年までの間に市民ニーズ・行政サービスの多様化に
対応して、学校、市営住宅、市民センター、福祉センター、市立総合病院など大規模施設の約
７割が建設され、建築後25年から40年を経過しています。大規模修繕など維持費用の増加
が見込まれることから、計画的に施設の修繕・改修を進めていくため平成23（2011）年に「青
梅市公共建築物保全整備計画」を策定しました。

平成25（2013）年には、「青梅市公共施設再編基本方針」を策定しました。
都市を支える基盤の中には、建築物のほか、道路や橋りょう等もあり、厳しい財政状況の

中でその全てを計画的に修繕していくことは、現実には難しい状況にあります。
国からは、「公共施設等総合管理計画」の策定が要請されており、人口減少や少子高齢化

の進展、地域の実情なども踏まえた公共施設等のあり方の検討が重要な課題となっていま
す。

【 基本方針 】
既存公共施設の保全、維持、管理を計画的に行い、優先度を見極めながら課題を検証しつ

つ、効果的・効率的な対策により、施設の保全・運用の最適化を図ります。また、統廃合を含
む施設配置のあり方を検討していきます。

施設の修繕・改修に当たっては、再生可能エネルギーを導入するなど環境に配慮しつつ、
バリアフリー化による安全で安心できる整備を進めます。
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【 基本施策 】
（１）公共建築物の保全・運用の最適化

費用面も含め施設を効果的・効率的に運用するためにストックマネジメント手法※を用
い、老朽化が進む公共建築物の計画的な修繕・改修を行います。

修繕・改修に当たっては、耐震化、自然環境との調和、バリアフリーに配慮した整備に努
めます。

また、地域の特性や施設機能を十分に踏まえた上で、統廃合を含む施設配置のあり方を
総合的に検討し、施設の効果的・効率的な再編を推進します。
「青梅市公共建築物保全整備計画」については、計画の進捗状況や財政状況等を踏まえ

て、適切に見直しを図っていきます。

第10章　持続的な行財政運営ができるまち

市役所庁舎

※ストックマネジメント手法：施設の現状を把握し、計画的に補修・改修を行い、効率的に延命化を図るという
考え方。
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4 健全財政
【 現状と課題 】

本市の財政状況について、財政力の強弱を示す財政力指数は、平成15（2003）年度以降改
善傾向にありましたが、平成21（2009）年度の0.974（３か年平均、以下同様）をピークに悪
化傾向にあり、平成27（2015）年度では0.874となっています。

また、財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、平成15（2003）年度以降90％前後で推移
していましたが、平成20（2008）年度以降95％前後と悪化しており、平成27（2015）年度で
は96.7％と本市の財政の硬直化が進んでいます。

一般会計の財政規模については、400億円台で推移していましたが、社会保障制度にもと
づいて支出する扶助費の大幅な増加や、国民健康保険特別会計・下水道事業特別会計など
への財源補てん繰出金の影響により、平成21（2009）年度以降500億円前後で推移していま
す。

かつては、モーターボート競走事業収入に支えられ、経常収支比率の値にかかわらず、一
定の財政運営を維持することができましたが、社会情勢、経済状況は大きく変わり、本市の
財政構造は、身の丈を超えたものとなっており、財政運営は、より厳しさを増しています。

【 基本方針 】
身の丈に合わせた健全な財政運営の確立を目指し、自主財源の確保に努め、受益者負担

の適正化を図ります。今後も増え続けることが見込まれる社会保障費の財源については、
国や東京都に適正な措置を講じるよう要請していきます。また、事務事業の不断の見直し
や、新たな時代に即した効果的な事業の選択などにより歳出削減に全力で取り組みます。

モーターボート競走事業については、引き続き経営改善に取り組み、収益の確保に努め
ます。
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【 基本施策 】
（１）身の丈に合った財政運営の確立

地域経済の活性化や雇用の創出などによる自主財源の安定確保や、国・都の補助制度の
活用、市資産の有効利用、使用料・手数料等の見直しによる受益者負担の適正化、滞納対策
の強化など、歳入の確保に徹底して取り組んでいきます。

また、歳出については、社会経済状況や人口動向などを的確に捉え、経費の節減を前提
に、優先度や緊急度、費用対効果などを勘案した、選択と集中による効率的な事業展開を図
ります。

さらに、短期的な視点で取り組むべきものと、中長期的な視点で取り組むべきものとを
見極め、歳入と歳出の均衡を図り、身の丈に合った持続可能な財政運営の確立を目指しま
す。

また、市民への財政分析・評価の公表を積極的に行い、厳しい財政状況について情報共有
を図ります。

（２）モーターボート競走事業収益の確保
魅力あるレース開催やイベント、ＰＲなど効果的な売上向上策を展開していきます。ま

た、施設設備の改善も含め、引き続き経営改善に取り組み、収益の確保に努めます。

第10章　持続的な行財政運営ができるまち

ボートレース多摩川
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（３）財政見通し
①　総括的事項

我が国の社会経済情勢は流動的な状況が続く中、人口減少・少子高齢化は加速度的に進
展しており、将来の財政収支を正確に見通すことは難しい面もありますが、本計画にもと
づく計画的なまちづくりを見据えた財政運営を推進するため、財政見通しを策定しました。

基本的な条件としては、現行の行財政制度を前提とし、過去の実績および現状、将来人口
の動向等を踏まえて推計したものです。原則として、将来的な制度改正などに伴う変動要
因等は算入しないこととします。

各年度の予算編成については、今後の経済動向や地方財政計画、国の社会保障と税の一
体改革による制度改正の動きなどを踏まえ、調整し対応していきます。

なお、基金については、その確保に努めるとともに、市債等については平成28（2016）年
度末残高600億円規模に対し、６年間で55億円以上の縮減を目指します。

②　一般会計
平成29（2017）年度から平成34（2022）年度までの、６年間における一般会計の計画総額

を、多様化する行政需要に対応し、市民福祉の向上や充実等を図るため、歳入を約2,956億
円、歳出を約3,043億円と見込みます。

このうち、歳入の根幹を占める市税収入については、約1,152億円を見込み、国・都支出金等
については、期間中の計画事業の内容にもとづき推計します。

また、歳出については、人件費、扶助費、公債費等の経常的経費を、現状等を踏まえ推計し
ます。

繰出金の算定に当たり、介護保険料、後期高齢者医療保険料については、現行制度にもと
づく改定とし、国民健康保険税については、隔年で５％の改定を見込みます。

なお、財源不足の対応については、まちづくりの進展による税収増加を図るなど自主財
源や特定財源の確保に努めるとともに、「青梅市行財政改革推進プラン」にもとづき、行財
政全般にわたる見直しを行い、効率的な行財政システムの確立などによる経費の削減を図
り対応します。財政運営の実効性を高めるため実施計画の中で数値目標を定めます。
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第
２
部　
各　
論

③　特別・企業会計
ア　国民健康保険

国民健康保険は、他の医療保険に比較して、低所得世帯や団塊の世代を含む高齢者
等の加入割合が高い制度上の構造から、運営基盤はぜい弱であり、さらに医療技術の
高度化や生活習慣病の増加などに伴い年々増加する医療費、また介護納付金、後期高
齢者支援金などの拠出金の増加により、その運営は厳しさを増しています。 

運営財源については、国民健康保険税と国・東京都の負担金および補助金を基本と
しつつ、社会保険診療報酬支払基金からの交付金や法令等による一般会計繰入金など
を加え、なお不足する財源については、市の財源補てん繰入金によって運営しています。

今後も、国や東京都の財政援助を要請していくとともに、給付と負担の関係の考え
方にもとづき、国民健康保険税について、保険制度を維持していくための応分の負担
を定めることなどにより、安定財源の確保を図っていきます。
イ　下水道事業

汚水整備事業の認可区域における面積普及率は、計画変更に伴う新たな計画面積
に対して、平成27（2015）年度末で約89.7％となっています。

今後も、認可区域の整備を図るほか、残された地区における事業化を進め、全市水
洗化の達成に努めます。

本市の使用料収入による経費回収率は、地形等の状況から整備経費が割高になるた
め、88.6％（平成27（2015）年度多摩26市の平均回収率は、108.9％）と低い水準となって
います。 

また、今後の下水道事業財政運営においては、整備事業の推進に併せ、経年劣化によ
る維持管理経費も増えていくことから、引き続き厳しい状況が予測されます。

このため、一層の内部努力によって経費を節減し、使用者負担の原則に立ち、下水道
使用料について適正な負担を定めていくものとします。
ウ　後期高齢者医療

75歳以上の高齢者等の医療制度として、平成20（2008）年から始まった後期高齢者医
療制度は、制度開始から８年が経過しました。

東京都後期高齢者医療広域連合が２年ごとに定める保険料率にもとづき、賦課徴収
を行うとともに、収納率の向上に努めます。

第10章　持続的な行財政運営ができるまち
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エ　介護保険
要介護者等を社会全体で支える仕組みとして、平成12（2000）年から始まった介護

保険制度は、制度開始から16年が経過しました。
３年ごとに策定する介護保険事業計画にもとづき、平成37（2025）年度を見据えた中

長期的展望に立ち、事業を推進します。
被保険者数および介護給付費の動向にもとづき、適正な介護保険料を定めるととも

に、収納率の向上に努めます。
オ　モーターボート競走事業

本市の財政運営に大きく貢献してきたモーターボート競走事業は、公営競技全体の
低迷が続く中で極めて厳しい経営環境にあります。このため、ＳＧ競走の誘致等の売
上向上対策や労務関係経費などの固定経費の削減等経営改善に努めていきます。

今後も、モーターボート競走事業の本来の目的である収益の確保を図り、他会計へ
の繰出しを行うものとします。
カ　病院事業

市立総合病院は、救命救急センターを備えた西多摩地域の中核病院として、全診療
科へ専門医を配置し、先進医療機器を設置するなど高度医療や特殊医療などの不採算
医療や救急医療を担うとともに、地域に必要とする医療を提供しています。

医療保険制度の改正には的確に対応するよう努めていますが、消費税率の改正など
により、病院経営は厳しい環境に置かれています。今後も、経費の節減などの経営改
善に努め、他会計補助金に依存しない財政運営が継続できるよう努めます。

また、「東京都地域医療構想」の実現に向けた地域の医療提供体制を確保し、今後の
医療ニーズ、地域の医療水準の向上に対応するため、新病院建設に向けて検討を進め
ます。
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市債等（土地開発公社含む）年度末現在高の推移

■一般会計　　■収益事業　　■下水道　　■区画整理　　■病院事業　　■土地開発公社
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